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高 橋 秀  悦
1.はじめに
ここ数年, マクロ経済理論を地域経済に応用し,地域経済の諸問題を分
析している。 日本の財政金融政策と地域所得格差との関連を取り扱つた論
文(高橋(1990),Fujita and Takahashi(1992)),地域市場の統合が財
政金融政策の政策効果にどのような影響を与えるかを検討した論文 (高橋
(1992)),地域経済を域際収支の観点からタイプ分けした論文(高橋(1993),
Takahashi(l993)) などがこれである。 これらの論文では, まったくふれ
られていないが, これらをまとめる際に絶えず頭の中で思い浮べていた2
地域間のヒト・モノ・カネのマクロ的な流れをモデル化した図がある。 とく
に Fujita and Takahashi(1992),高橋(1993),Takahashi(l993)は,
この地域間の流れの図を暗黙裡に前提に識論しているので, これらの論文
を補足する意味で,このモデル化した図をここで提示する。これが本稿の目
的のlつであり,ここでこれら図を提示するのは,マクロ経済理論になじみ
のない地域経済の研究者にとっても,それぞれの観点から地域間のヒト・
モノ・カネの流れを分析とらえる際に, 大いに手助けになると推量してい
るからである。次に,高橋(l993)やTakahashi(l993)は,経済企画庁
経済研究所編『県民経済計算年報(平成4年版)uのデータに基づき, 各県
の経済に関する3種類の相関係数を計算し, それらの正負の符号条件によ
って県民経済を財政依存型と市場均衡型とに分類したが, 今回新たに 『県
民経済計算年報 (平成5年版)』のデータに基づいて相関係数を再計算し
たので,この結果についても提示する。これが本稿のもう1つの目的である。
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2. 2地域間のモノ・ヒト・力ネのマクロ的な流れ
2.1 国際収支表,海外勘定および県外勘定
周知のように,国際収支表は,対外的な財・サ ービスや資本などの取引
を記録したものであり, I F M のマニュアルに従つて大蔵省と日本銀行と
によって共同で作成されている。他方,国民経済計算の海外勘定は,国連
が提示した国際標準方式の国民経済計算体系(A System ofNationa1
Accounts;SNA)に基づいて, 国際収支表を組み替えることによって作成
されており,基本的には同一である。国際収支表とSNAの海外勘定の
関係を図示すると,第1図のようになる11。
県民経済計算は, 地域を都道府県という行政地域によって区分し, 各県
を単位として各年度の経済活動の成果を計測したものである。 その計測の
方法は, 国民経済計算体系と共通する基本的な考え方や仕組みに基づいて
構成されているが, 国民経済計算体系の一部を簡潔化する反面, 一部を複
雑化している2)。これは,国際間の取引と異なり,国内相互間の取引は,
法制や行政の規制を受けることが少ないので,県間の取引は大きく,当然
のことながら各県とも経済循環はその中で完結していないためである。
SNAの海外勘定に対応して, 県外勘定を整備するとすれば, 第2図のよ
うになるのであろう。
しかしながら各都道府県が, 「県民経済計算標準方式 (昭和58年版)」に
基づいて, 昭和50年度以降について県民経済計算のマクロ経済量を推計し
ているとはいえ, 基礎資料の整備状況等の違いなどにより, その推計項目
や推計方法は必ずしも同じではない。上で述ぺたように各県の経済循環は
自己完結的でなく, 県間の取引も大きいために, とくに県外勘定の推計項
目に,バラつきがみられる。例えば,経済企画庁経済研究所編(l993)『県
民経済計算年報(平成5年版)』を見ると,「県外からの要素所得的」は,
1) 経済企画庁国民所得部額(l979), 西嶋・藤岡 (l986)を参照のこと。
2) 福島県企画調整部統計調査課(1992), 『平成2年度福島県経済の動き一平
成2年度ふくしま県民経済計算年報一』 の267ベージ参照。
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第1図 国際収支表と海外勘定の関係
第2図 県外勘定
魅 常 取 引 資 本 取 引
財・サービスの移出入 県外から(̃、)の要 素 所 得 県外から(へ)のその他題常移転
県外から(へ)の
資 本 移 転
金段取引
一る面福の一観一町一一
1
l
」
資本過不足
第1表 県内総生産と総支出勘定
1 .  1 展用者所得
1. 2 営業余剰
1 . 3 固定資本減耗
l .  4 間接税
l .  5 (控除)補助金
1. 6 民間最終消費支出
l .  7 政府最終消費支出
1 . 8 県内総固定資本形成
1. 9 在庫品增加
l . l 0  財・サービスの移出
l . 1 l  (控除)財・サービスの移入
県内総生産(市場価格) 県内総支出(市場価格)
すぺての部道府県において推計されているが, 財・サ ービスの「移出」 と
「移入」の項日については,東京,大阪,京都,福岡をはじめ7都府県で
は, この2つの項目に分離しての推計がなされていない。ただし, これら
の都府県では,「移出」か ら「移入」を控除した「移出入的」は,三面等
価の原則により,「県内総生産」から「民間最終消費支出」,「政府最終消
費支出」,「県内総固定資本形成」,「在庫品增加」の4項目を控除した残余-283- 3
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(地方囲)
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第3図 財・サ ーピスの流れ
財・サービス
一l-
-・_ 財・サ ービスの移入超過 地域2(大都市圈)
項として推計されている (第l表参照)。 これに対して, 宮城や福島では
「県外からのその他経常移転的」や「県外からの資本移転的」なども推計
されており, 従つて第2図の「県民経常余剰」や 「県外に対する債権の純
增」 などの推計も行われている。
2.2 財・サーピスの流れ
まず地方圏に属する道県のうち特定化した1県を「地域1」とし,これ
以外のすぺて都道府県を「地域2」とし,モノの流れからみていこう。こ
の2地域間の財・サ ービスの流れは,経済企画庁経済研究所編『県民経済
計算年報(平成5年版)』の「移出」および「移入」の項からみてとるこ
とができる (ただし, 前述のように東京はじめ7都府県にっいては, 「移
出大的」である)。1975年度においては,「移出」から「移入」を差し引い
た「移出入的」は,北海道,東北,山陰,四国,九州では福岡を除きすぺ
ての道県において「マイナス」, また関東,中部,近畿でも埼玉・千葉・
京都・兵庫をはじめ「マ イ ナ ス」の県が多く,「プ ラ ス」は,東京・神奈
川・愛知・大阪などl0数都府県にすぎない。この関係をモデル化すると,
第3図のようになるであろう。
l980年代前半に日本経済の構造変化が起こったとされているが, 移出入
のデータでみても, 1980年度からl985年度までの間に, 大都市圏やその周
辺の福島,茨城,山梨,長野,新潟,石川,福井,京都,山口の9府県で
「移出入ei0」がマイナスからプラスに変わり, 1985年度には, 25都府県の
「移出入的」がプラス,21道県がマイナスとなった。すなわち, 1985年度
では,北海道,東北(福島を除く),山陰,四国,九州(福岡を除く)の
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第2表 県外勘定<財・サーピスの移出入>
2. 1 財・サ ー ビスの移出 2. 2 財・サ ー ビスの移入
2. 3 財・サービスの移出(純)
受け取り 支払い
各県が「マイナス」, また関東(埼玉・千葉を除く), 中部, 近畿(奈良を
除く),山陽の各都府県が「プラス」に区分されることから,前者を「地
域1」(地方圈),後者を「地域2」(大都市圏(およびその隣接県))と二
分化できる様相となっている。
1980年代前半に大都市圏やその隣接県の「移出入的」がプラスに変化し
たことは,この時期に日本のリーディング・イ ン ダ ス ト リがー白動車・家
電産業から電子機械産業に替り, 電子機械産業をはじめとした製造業の生
産部門が, 大都市国に隣接する地域を中心に立地したことと関連している
ように思われる。1980年代後半には,情報化・国際化の進展によって,東
京一極集中傾向が強まった。これとともに三大都市圈では,本社機能・中
枢管理機能は大都市圏の中心部に, 研究開発機能は大都市圏内の周辺部に
立地する傾向が強まった。 しかしながら1980年代前半に大都市圏に隣接す
る地域を中心に再配置された生産機能は, 1980年代後半においてはより大
きな広がりをみせなかった。 このため移出入に関しても大きな変化がみら
れず, 1985年度から1990年度の間ではわずかに香川の 「移出入的」 がプラ
スになったのみであり,第1図において「地域1」を地方圏,「地域2」
を大都市国とするモデル化は, 依然として要当性を失つていない。
なぉ,「財・サ ービスの流れ」を勘定形式で表記すれば,上の第2表の
ようになる。当然のことながら「財・サ ービスの流れ」のみをとらえた域
際収支は,「移出入的」となる。
2.3 生産要素の流れ
国連が提示した国際標準方式の国民経済計算体系およびこれに準拠した-285- 5
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第4図 生産要素の流れ
生産要素-l-一・'
カネ
労働力・民間資金の
供給
-,:-- 地域2
← (東京・愛知・大阪)
県民経済計算標準方式とも, 生産と支出については属地主義 (国内概念・
県内概念),分配については属人主義(国民概念・県民概念)で捉えてい
る。従つて,「県外からの要素所得的」は両者の差として求めることがで
きる,すなわち,,
県外からの要素所得的
=県民所得(要素費用表示)一県内純生産(要素費用表示)
である。なぉ,周知のように
県内純生産(要素費用表示)
=県内総生産 (市場価格表示) 一固定資本減耗一間接税+ 補助金
であるo
経済企画庁経済研究所編『県民経済計算年報(平成5年版)』でl990年
度の「県外からの要素所得的」をみると,47都道府県のうち宮城,栃木,
東京,富山,愛知,滋賀,大阪,鳥取,岡山,広島,山ロ,福岡のl2都府
県がマイナス, 残りの道県はプラスであった。 しかしながら, 「県外から
の要素所得的」 がマイナスであった12都府県のこの合計額は, 約l6兆9381
億円であったが,そのほとんどは,東京(13兆50l2億円:12都府県の「県
外からの要素所得的」の79.9%),愛知(1兆3410億円:同7.9%),大阪
(8419億円:同5.0%)によりものである。とくに東京の「県外への要素
所得的」は,静岡や四国4県の県内総生産に匹敵するほど巨額である。こ
うしたことをふまえて, 前節と同様に,地域を2つに分けてモデル化すれ
ば,第 4図のようになるであろう。
東京の「県外へ要素所得的」は,主として隣接県である埼玉,千葉,神
奈川に対して支払われているものと思われる。 埼玉では, 「県外からの要
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素所得的」 の受け取りが, 1990年には5兆5605億円に達しており, これは
埼玉の県民所得(要素費用表示)の28.8%を占めている。また,千葉では
「県外からの要素所得的」の受け取りが, 5兆0525億円 (県民所得の29.5
%),神奈川では2兆7359億円(同l0.7%)である。近般では,大阪と滋
賀の「県外へ要素所得lま,0」の合計(l兆l497億円)が,隣接県,主として
奈良,京都に支払われているものと思われる。とくに奈良では,「県外か
らの要素所得e10」の受け取りが, 8577億円に達しており, これは索良の県
民所得の25.4%を占めている。また,愛知の「県外へ要素所得的」は,三
重と岐阜に対して支払われているものと推定される。 三重の 「県外からの
要素所得的」の受け取りは,4848億円(県民所得の9.7%),岐阜は3004l意
円(同5.4%)である。「県外からの要素所得的」の受け取りは,「県外か
らの雇用者所得的」 と 「県外からの財産所得紳」の受け取りに分けること
ができるが,上に示したょうな東京・愛知・大阪に隣接する府県では,前
者が相当高い割合を占めているものと思われる。
次に 「県外からの要素所得的」 について1975年度からl990年度までを5
年ごとに比較してみよう。1975年度には,東北6県,栃木,東京,北陸4
県,静岡,愛知,滋賀,大阪,和歌山,中国5県,香川,福岡,長崎のあ
わせて25都県においてマイナスであった。 1980年度には, 岩手と長崎がプ
ラスに, また群馬, 岐阜, 大分にマイナスに変わるなどの変化がみられた
ものの,1975年度と同じ傾向が続いた。1985年度までに,秋田,山形,新
潟,群馬,石川,岐阜,和歌山,島根,香川,熊本でプラスとなった。さ
らに1990年度までに青森,福島,静岡,福井もプラスとなり,マイナスは,
前述の東京・愛知・大阪など12都府県となった。こうしたことから,「財
サ ービスの移出的」の変化の動向と同様に,80年代前半に「県外からの
要素所得的」 も大きく変化したことがよみとれる。
この変化は, 福島にみられるように, 「県外から財産所得的」がプラス
に転化したことによって生じたものと推量することができる。 福島県企画
調整部統計調査課『平成2年度福島県経済の動き一平成2年度ふ<しま県-287- 7
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第3表 福島県の県外からの要素所得 (純)
年度 県外からの展用者所得(純)県外からの財産所得('llt) 県外からの要素所得(純)
1980
198l
1982
1983
l984
l985
1986
l987
l988
1989
1990
8.29l
9,759
l0,7l8
l1.839
12.699
15,016
16.480
l7,782
20,534
23,273
26,309
fl、、109,506
△ 36,453
Δ 84,638
△ 25,433
△ 73,727
△ 57,876
f、 56,047
△ 12,092
24,561
60.367
99.66l
△l01.2l5
△ 26,690
Δ 73,921
△ l3.593
△ 6l,028
△ 42,360
△ 39,566
5,690
45,095
83,640
l25,970
第4表 県外勘定<財・サーピスの移出入等>
4 . 1 財・サ ー ビスの移出
4 . 2 県外からの展用者所得
4 . 3 県外からの財産所得
4. 4 財・サービスの移入
4. 5 県外への雇用者所得
4. 6 県外への財産所得
4 . 7 経常県外余剰
受け取り 支払い
民経済計算年報一』 によると, 1980年度以降の 「県外からの要素所得的」
が,第3表のように変化しているからである。なぉ,財産所得は,利子・
配当・ (地代,特許料などの)賃貸科の3つからなっているが,このうち
利子が財産所得の大部分を占めていることに注意する必要がある。
最後に,「財・サ ー ビスの流れ」と「生産要素の流れ」とを勘定形式で
表記すれば,上の第4表のようになる。 この場合の域際収支は, 第2図の
県外勘定において示されているように,「経常県外余剰」(または「財・サ ー
ビスの移出入等」)となる。
2.4 経常移転
次に,上の「県外からの要素所得的」と次節で述べる「県外からの資本
S -2 8 8-
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第5図 県外からの経常移転
地域l -(
(地方圈) 力ネ
一e-地域2
(大都市圏)
移転的」 を除いた経常移転について, 県外との関係を非常に大まかにみる
と, 中央政府による財政資金を通じての地域間再分配政策に基づく財政移
転と, 県外の家計との間の仕送り・贈与などによる所得移転とに分けられ
る。前節と同様に,地域を2つに分け,netでこの「県外からの経常移転」
をモデル化すると, 財政資金については地方国の受け取り超過, また家計
間の所得移転では地方国の支払い超過となるが, 全体としては地方圈の受
け取り超過となり, 第5図のように図式化できる。
地域間の財政移転については,石(1982)の研究がよく知られてい
る3 )。石(l982)は,一般会計を対象とした財政資金による受益と負担
とがどの地域に帰着したかを調べるために,財政資金のトランスファ一率
を推計しているが, これによると,東京・千葉・神奈川・愛知・京都・大
阪・兵庫といった三大都市圏の都府県と静岡・広島のトランスファ一率が
lより小さく,いわば財政資金の出し手となり,これ以外の地域でトラン
ス フ ァ一率が1より大,とりわけ北東北,山陰,南四国や南九州・沖縄に
おいてこの比率が大きくなっており, 財政資金の受け手となっている。
ここで地域経済の1つの事例として,福島県をとりあげてみることにし
よ う。前掲の『平成2年度ふくしま県民経済計算年報』に掲較されている
「制度部門別所得支出勘定」と「一般政府の部門別所得支出取引」とに基
づいて, l990年度の福島県の財政移転のうち県外との関係を中心に大まか
に整理すると, 次のようになるであろう。まず福島県の家計と企業は, 直
接税5921億円と間接税4997億円を,一般政府(ここでは国・県・市町村)
3 ) 山本 (1988), 貝塚・石・野ロ・宮島・本間 (l99l) ぉよび齋藤・林・中
井(l991)も参照のこと。 -289- 9
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に対して支払うが, 県内の家計・企業および県外の経済主体によって, 県
内の一般政府に納付されている直接税は, 4965億円である。 従つて net
で956億円 (=5921億円一4965億円) の直接税が県外において納付されて
いるものと推定することができる。これは,法人税法(第16条)で「内国
法人の納税地は, 本店又は主たる事務所の所在地とする」 と規定している
のに対して, 「県民経済計算」 では, 県内のそれぞれの支社や事務所が法
人税を納付しているものとみなし, 支社や事務所を含む「県内企業」の法
人税額を「県民税の法人税割÷法人税割の税率」 によって推計しているこ
とによるものと思われる4)。ところで,福島県では,国税としては,間接
税2163億円, 直接税3306憶円が納付されているが, 一旦この合計にほぼ相
当する5793億円が国庫に納入されたのち, 県内の一般政府 (ここでは社会
保障基金も含む)に対して,8283億円(国出先機関1657億円,県3185億円,
市町村2024億円, 社会保障基金1417億円) が再分配されている。 従つて,
県内の一般政府は, 2490億円の「県外からの経常移転的」の受け取り超過
となっている。ここで,上述の本社・本店を経由して県外で納付される直
接税956億円を調整すると, 福島県全体でl534億円の 「県外からの経常移
転910」 の受け取り超過となっている。
4 ) 大蔵省東北財務局『財政経済統計年報一平成4年版一」の「国税徴収実績」,,
「県税徴収実續」および「市町村徴収実類1」により,l990年度の福島県での
直接税(この区分t 県民経済計算方式によって所得税・法人税・相続税・県
民税・市町村民税, および自動車関係諸税の1/2とする)の徴収実績額を
計算すると, 4973億円となり, 「平成2年度ふくしま県民経済計算年報』の
4965億円とほほ'一致する。ここで,『県民経済計算年報』の制度部門別所得
支出勘定より,同年度の非金融法人企業・金融機関の直接税支払いを計算す
ると,2573億円となる。これより「財政経済統計年報」の福島県での法人税,,
県民税および市町村民税の法人分の徴収額(1417億円)を控除すると, ll56
髓円となり, これが県外の本社・本店の所在地において納付された福島県に
所在する支店・事業所等のnetの法人税負担と推定できる。他方,『県民経
済計算年報』によると同年度の福島県の家計(個人企業を含む)は,3348億
円の直接税を支払つているが,「財政経済統計年報」の所得税,相続税,県
民税,市町村民税の個人分, および自動車関係諸税l/2を合計した徴収実
續額は,3557髓円であり,県外からnetで208題円の徴収超過となっている。
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第5表県外勘定<経常取引>
5. 1 財・サ ー ビスの移出
5 .  2 県外からの雇用者所得
5 . 3 県外からの財産所得
5. 4 県外からのその他の経常e転
5. 5 財・サ ービスの移入
5. 6 県外への雇用者所得
5 . 7 県外への財産所得
5 . 8 県外へのその他の経常移転
5. 9 県民経常余剰
受け取り 支払い
次に, 前掲書によって家計の 「その他の経常移転」をみると, 1990年度
では1439億円の受け取りに対して,2983億円の支払いであり,福島県の家
計では,l544億円の「その他の経常移転的」の支払い超過となっている。
県内の他の経済主体の経常移転をみると, その金額は極めて小さいから,
l544億円の「その他の経常移転的」の支払い超過にほぼ相当する金額が,
県外の家計に対して支払われているものと推定できる5)。
福島県の場合,上の2項目以外では,対家計民間非営利団体の「県外か
らの経常移転的」の受け取りが超過となっている。 平成2年度の県内の各
経済主体の「対家計民間非営利団体への経常移転」の支払いの合計が,614憶
円であるのに対して, その受け取りが1025億円となっており, この差の
411億円が「県外からの経常移転的」と推定できる。ちなみに,上で検討
した3つの経済主体による3項日の県外からの経常移転の受け取りは,
401億円ほどになるが, 『平成2年度ふくしま県民経済計算年報』 による公
式な,県内のすぺての経済主体の「県外からのその他経常移転的」は,357億
円の受け取り超過であり, 福島県の場合, 「県外からのその他経常移転的」
は,上の3項目によってほぼ説明できることがわかる。
最後に,「財・サービスの流れ」,「生産要素の流れ」および「経常移転」
を勘定形式で表記すれば, 上の第5表のようになる。 この場合の域際収支
は,第2図の県外勘定において示されているように,「県民経常余剰」である。
5 ) ところで前述のように. 家計に対する県外からの経常移転は, 県外の家計
から県内の家計への仕送り・贈与を記録したものであるため,単身赴任者を/''
-291- l1
東北学院大学論集 経済学第l25号
第6図 県外からの資本移転
地域1 ←
(地方国) ヵネ
政府間の
資本移転(純)
地域2
(大都市圈)
2.5 資本移転
県内総資本形成(総固定資本形成と在庫品增加)は,閉鎖経済では,そ
の地域の貯蓄を源泉として資金調達がなされるけれども, 地域間の投資資
金移動が可能な経済にあっては, この点も考慮しなければならない。 しか
しながらこの種のデータの把握が難しいこともあって, これを公表してい
る県は限られている。 そこで, 『平成2年度ふくしま県民経済経算年報』
の「制度都門別資本調達勘定(実物取引)」を検討し,これから地域l(地
方圈) と地域2 (大都市圏)との間の資本移転を類推することにしよう。
福島では,1983年度̃1990年度において,非金融法人企業が109億円から
199l意円の資本移転の受け取り超過,家計(個人企業・対家計民間非営利
団体を含む) が5億円から127億円の間で資本移転の支払い超過となって
いる。 従つて両者を合計した民間部門では, 55億円からl34億円の資本移
転の受け取り超過となっている。 これに対して一般政府においては, この
期間において1121億円から1627億円の資本移転の受け取り超過となってい
るが, このほとんどが中央政府からの資本移転である。 これら三者の 「資
本移転的」を合計すると, 県内の経済主体間の資本移転は相殺され, 「県
外からの資本移転的」が得られる。こうしてみると,福島の場合,「県外
からの資本移転的」は, その大部分が中央政府からの資本移転であり, さ
、、・ 送り出している県や県外からの学生が多い県では, 「県外からの経常移転的」
が, 受け取り超過となり, 逆に他県からの単身赴任者を受け入れている県や
学生が県外に流出している県では, これが支払い超過になる。 地方国に属す
る県は,総じて後者である。この点で,宮城県は特異な県であり,地方図に
ありながら,他の県と比較して学生の比率が高いため,家計の「その他の経
常移転的」も, 1989年度において238億円の受け取り超過となっている (デー
タは,宮城県企画部(1991年12月)『平成元年度県民経済計算年報一みやぎ
の経済のすがた一」による)。
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第6表 県民可処分所得と処分勘定
6 . 1 民間最終消費支出
6. 2 政府最終消費支出
6. 3 県民貯蓄
6. 4 届用者所得
6. 5 県外からの展用者所得(純)
6. 6 営業余剰
6. 7 県外からの財産所得(純)
6. 8 間接税
6 . 9  (控除)補助金
6. l 0  系外からのその・liのE指8転(的)
県民可処分所得の処分 県民可処分所得
第7表 資本調達勘定<実物取引>
7. l 県内総固定資本形成
7 . 2 在庫品増加
7 . 3  県外に対する確の純増
7 . 4  県民貯蓄
7 . 5 固定資本減耗
7 . 6  県外からの資本移転(j的)
総書載 総資本調達
らに地域的な詮索をするとそれは大都市因から移転であることがわかる。
なぉ,県内総資本形成(総固定資本形成と在庫品增加)は,県民貯蓄に
固定資本滅耗をくゎえたgrossの貯蓄と県外からの資本移転とを源泉と
して(総資本調達),形成されるが,このうち県民貯蓄は,第6表に示さ
れているように, 県民可処分所得から民間および政府最終消費支出を控除
することによって求めることができる。 第7表では, 総資本調達と県内総
資本形成との差が「県外に対する債権の純増」 として示されている。
ここで,第l表,第5表および第7表より,明らかなように(また直観
的にも明らかなょうに),,
(1) 県外に対する破権の純增=財・サ ービスの移出入的
+県外からの要素所得00
+県外からのその他の経常移転lile
+県外からの資本移転的
が成立しているので,「県外に対する債権の純增」は,第1図の「国際収支表
と海外勘定の関係」や第2図の「県外勘定」をふりかえればわかるように,国
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第8表 資本調達勘定<金融取引 >
8. 1 県外金融1資産の開 8. 2 県外に対する破権の純増
8. 3 県外負置の純增
県外金融資産の純増 lll外に対する確の期およ10l集外負lllの觸
際収支表でいう「経常収支」にほぼ対応していることが確認できる6)。
2.6 金融取引
ω上でみたように, 財・サ ービスの移出,要素所得の移転的,経常移転
的および資本移転的にともなって, 他地域からカネが流入する。 当該地域
にとっては, 財・サ ービスの移入がこの合計より少なければ,地域全体と
して資金余剰となり, これが「県外に対する債権の純增」 となって地域外
に流出することになる。 これを金融取引として提えれば, 第8表のように
なる。
国民経済計算においては,この資本調達勘定<金融取引>は,当然推計
されているけれども,県民経済計算においては,マクロ・データが整備さ
れている福島や宮城などでも, 残念ながら推計がなされていない。 しかし
ながら,これまでと同様に日本を概念的に「地域l」と「地域2」の2つ
の地域に分け, しかも民間資金と公的資金とに分けて, 2つの地域の間の
資金の流れをみると, 第7図のようにモデル化できるものと思われる。
(B)インターバンク市場を通じての地方圏から大都市圏への資金移動につ
いては,鈴木(l966),(1974),岩田・浜田(1980)および藤田(1988)
などでも取り上げられている。 これらの議論を整理して, モデル化すれば
やはり第7図のように表されるが, この図は少なくとも1970年代までにつ
いては地域間の資金移動をょく説明しているものと思われる。 しかしなが
ら, 1980年代になると, このモデル化が修正される要因があらわれている。
地方銀行・第2地方銀行(旧相互銀行) ・全国信用金庫連合会・信用金庫
6) 再び経済企画庁国民所得部編 (l979), 西l璃 ・藤岡 (l986) を参照のこと。
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地域1 (地方国)
預金
住民 → ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
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第7図地城間の金融取引
借入
ー←一
地城2 (大都市国)
貸付
都銀 → 企業
豐 政府関係
金融機関
・農林系統金融機関を 「地方金融機関」 とすると, これらがコー ル資金の
年平均残高(出し手)に占める割合は,56.8%(1970年),48.7%(19 5
年), 45.8%(1980年),31.0%(1985年), 10.0%(1990年)と次第に低
下している(データは, 日本銀行調査統計局『経済統計年報』より計算)。
これに対して,信託銀行は,26.7%(l980年), 47.8%(1985年),70.8%
(1990年) と出し手としてのシ二-アを急上昇させている。他方, コール資
金の取り手は,1975年には都市銀行が84.9%を占めていたが,72.6%(l980
年),54.2% (1985年)53.5%(1990年)とそのウェイトが低下している。
これに対して,外国銀行・地方銀行・信託銀行・長期信用銀行のコール資
金の年平均残高に占める割合は,1980年代には,1l.4%(1980年),28.6
%(1985年),38.4%(l990年)と推移し,これらの金融機関は,資金の
取り手としてのウェイトを次第に高めた。とくに外国銀行にあっては.3.
3% (1980年),10.8%(l985年),13.0%(1990年),また地方銀行にあっ
ては.7.5%(1980年),12.8%(19 5年),9.3%(1990年)となっている。
この点に関して,那須(l987)は,金融の自由化・国際化にともなって資
金調達手段が多様化し, これによって従来コー ル資金の唯一の取り手であ
った都市銀行の:rール市場でのウェイトが低下したこと, また外国銀行と
地方銀行の一部がコール資金の出し手から取り手へと変わったことを指摘
している。つまり,1970年代までの, コール資金の出し手は地方金融機関,
その取り手は都市銀行という構図から, 1980年代には:,ー ル資金の出し手
は,地方金融機関と信託銀行に変わり,その取り手は,都市銀行・外国銀
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行・大都市周辺の地方銀行に変わったのである。
またもうひとっの重要なインター 、ンク市場である手形売買市場にっい
てみると,地方金融機関が買手残高に占める割合は,27.5%(1975年),22.
0% (1980年),50.7% (1985年),26.0%(1990年)で推移し,信託銀行
は, 4.3%(1975年),13.5% (1980年),9.2% (l985年),30.l% (l990
年)で推移している(データは, 日本銀行調査統計局『経済統計年報』よ
り計算)。しかしながら手形売買市場は, コール資金市場とは異なり, 日
本銀行がマネーサブライをおこなう経路の1つであり, 日本銀行は手形を
通ずる資金の大きな供給源となっている。 これを, データでみると51.1%
(l980年),24.9%(l985年),36.9%(19 0年)となっている。これに対
して,手形の売手の主体(資金の需要者)は,都市銀行,外国銀行,その
他の3つに区分されているが, このうち都市銀行のウェイトは,94.4%
(l975年),90.5%(1980年),89.9% (l985年),70.9% (19 0年)で推
移している。
(C)公的金融を通ずる地域から中央への資金移動と しては, 郵便貯金を挙
げなければならない。大蔵省東北財務局(1992)『財政経済統計年報』に
よると, 1991年12月末の全国の郵便貯金残高は, 152兆4145億円であり,
東北ではその6%にあたる9兆2619億円, また福島では2兆3073億円であ
る。周知のように,全国の郵便貯金は,大蔵省資金連用部の資金原資の1
つになっており, 1990年3月末では資金運用部資金230兆1260億円の57%
を占めている(入谷(1992))。資金運用部資金のうち地方公共団体に対し
て貸し出されるのは,31兆6888億円(13.7%)であり,これは全国の郵便
貯金残高のおよそ1/4に相当する。『財政経済統計年報』によると,資
金運用部資金の貸出金は,199l年l2月末で,全国では35兆1683億円,東北
ではそのほぼl割にあたる3兆5813億円, また福島では6337億円となって
いる。 東北各県では, 郵便貯金残高の対全国比に比べて資金運用部貸出残
高の対全国比が大きくなっている。
また資金運用部資金は,政府関係金融機関に対しても融資されているが,,
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それぞれの政府関係金融機関にと っては, 資金運用部からの資金が極めて
大きな割合を占めている(野ロ(1982))。地域に密接した政府関係金融機
関としては,国民金融公庫,住宅金融公庫,展業漁業公庫,中小企業公庫
および北海道東北開発公庫を挙げることができるが, 『財政経済統計年報』
によると, 1991年l2月末の全国のこれらの公庫の合計の貸出残高は, 65兆
3069億円であり, 東北では5兆1827億円, また福島では9048億円となって
いるo
郵便貯金残高とこれらの公的貸出残高(資金運用部貸出残高,上の5公
庫の貸出残高および簡易保険貸出残高) のとの差を 『財政経済統計年報』
から計算すると,1991年12月末では,全国がプラスの41兆7912億円,東北
がマイナスの3845億円となっている。また東北を各県別にみると,福島(プ
ラスの5908億円)を除き,各県ともマイナス,すなわち,宮城(マイナス3455
億円),岩手(マイナス523億円),山形(マイナス1340億円),秋田(マイ
ナス1648億円),青森(マイナス2782億円)となっている。
(l:l)言うまでもないことだが,第8表の「県外金融資産の純増」や「県外
負債の純增」は,フ ロ一量であり,上の(BXC)で取り上げられた金融資金を
中心とした金融ストックの対前年度增加額の統計データが記破されること
になる。しかし,残念ながら都道府県レベルでは,上記以外の金融資産の
データは, 入手が極めて困難であり, 金融資産勘定は, ほとんどの県で公
表されていない。
ところで, インターパンク市場などを通じて他地域へ流出した民間資金
や郵便時金からは, 利子などの財産所得が発生するから, これは2.3節で
みたように「県外からの要素所得」の受け取りに計上されることになる。
他方, 政府関係金融機関からの融資に対する利子支払いは, 「県外への要
素所得」の支払いに計上されることになる。近年, 地方圏に属するほとん
どの県では,2.3節で述べたように「県外からの要素所得的」の受け取り
がかなりのプラスになっていることから, 「県外からの要素所得的」から
「県外からの雇用者所得的」を控除した「県外からの財産所得的」 もプラ-297- 17
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スになっているものと推量できる。すなわち,他地域への民間資金の流出
と他地域からの公的資金の流入を比較し, 資金の流れをnetでみても,
全体としては地方圏からは資金が都市圈へ流出しているものと推量でき
る。ただし,宮城では,民間部門の預貸率(=貸出残高/預金残高)が0.9
前後であり,他の地方圏に属する県に比べて高く,資金の流れをnetで
みると,県全体では資金の流入があるものとみられる。そしてこのことは,
宮城の「県外からの要素所得的」がマイナスとなってあらわれているもの
と推量できる。
3. 域際収支からみた地域経済
3.1 分析の方法
財・サ ービスの移出入は,通常, ミクロ経済学的には,その地域の比較
優位・比較劣位の産業構造や他地域との競争関係などによって決定される
ものと考えられているのに対して(例えば,Meyer(1963)を参照),マク
ロ経済学的立場からは貯蓄と投資の差によって決定されると考えることが
できる。 すなわち, 第7表と(l)式からわかるように,,
(2) grossの県民貯蓄一県内総資本形成
=財・サ ービスの移出入的十県外からの要素所得的
+県外からのその他の経常移転的
が成立するからである。 また, 県内ペースにおいても, これと同様に
(3) grossの県内貯蓄一県内総資本形成=財・サー ビスの移出入的l
が成立するからである。
とくに,(2)式や(3)式の左辺は,「民間部門の貯蓄投資差+政府部門の貯
蓄投資差」 とに分けて考えることができるので, 「政府支出」 (政府最終消
費支出と公的総固定資本形成との合計)が增加すると,grossの県内(県
民)時蓄が減少する一方で,県内総資本形成が增加するので,結果として
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(2)式や(3)式の右辺の 「財・サービスの移出入紳」 が減少することに注意し
なければならない。 これを別の観点から述べると, 地方国の「政府支出J
の財源は,中央からのトランスファー,すなわち「県外からの経常移転910」
や 「県外からの資本移転的」に大きく依存しているが,こうした移転がな
されると, 当該地域は資金余剰に陥ることになり, この余剰資金が県外か
らの財・サ ービスの購入に振り向けられることになる。つまり地域の経済
規模に比較して過大な「政府支出」がなされるために,当該地域が資金余
剰となり, これが県外からの財・サ ービスの購入に振り向けられる, この
結果「財・サーピスの移入」が「財・サ ービスの移出」を上回り,「財・
サ ービスの移出入,S10」がマイナスとなるのである。
従来は,財・サ ービスの移出入が,地域間競争・地城内の競争均衡の結
果として, あるいは産業構造に依存して決定されるものと考えられていた
のに対して,高橋(1993)やTakahashi(1993)は,これが,主にこうし
た市場・産業構造要因に依存して決定されているのか, あるいはマクロ経
済学的立場の貯蓄・投資差, とくに「政府支出」によって決定されている
のか, を判別しようとする試みであった。
そこで高橋(1993)やTakahashi(1993)に従つて,マクロモデルを構
築し, このモデルに基づいて(3)式を図で表現すると, 第8図のようにな
る 7 ),ただし,第8図の横軸yは,県内総生産(=県内総支出)を,また,
縦軸のS-I と X-Mは, それぞれ, 県内貯蓄投資差と移出入的を表して
いる。高橋(1993)やTakahashi(1993)では,「政府支出」の增加があ
る と , S-I曲線が右にシフトする,その結果県内総生産(=県内総支出)
は增加するが,移出入的が悪化する。また,「市場・産業構造要因」が変
7 ) モデルの詳細については, 高橋(1993),Takahashi(l993)を参照のこと。
なぉ, これらの論文では, モデルは数式で展開されており, 第8図は示され
ていない。この図は,1993年度の日本地域学会において,筆者が原(1993)
の討論者をっとめた際に, 高橋モデルの図形的な解釈として提示したもので
ある。すなわち.原(1993)が提示した(第8図と同じ)図を利用して,,
S-I曲線とX-M曲線のシフトによって引き起こされる交点の軌跡を「県内総
支出と移出入的」の時系列データとみる考え方を示したことに基づいている。
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第8図 地域マクロモデル
S -l
X-M
0
第9図 県内総支出と移出入 (その1)
化すると, すなわち, 製造業比率や相対価格などの上昇すると, X-M曲
線が右へシフトする,その結果県内総生産(=県内総支出)も移出入的も
增加する。
現実の経済では, 両曲線がいろいろの与件の変化によって同時にシフ ト
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第10図県内総支出と移出入(その2)
しているものと考えられるが,この両曲線の交点が,実際に観察されたデー
タであると仮定し, 各県ごとに「県内総支出と移出入的」の時系列データ
をたどると,移出入的が「政府支出」の影響をより強く受けているか,「市
場・産業構造要因」の影響をょり強く受けているかを判断することができ
る。すなわち,上の2つ曲線のシフトの結果から,前者ならば,「県内総
支出と移出入的」の時系列データは,負の相関を,また後者ならば,正の
相関を示すからである (第9図および10図をみよ)。
さらに,高橋(1993)やTakahashi(1993)のモデル分析からは,「政
府支出」の增加があると,移出入的が悪化するのに対して,移出と移入は,
ともに增加すること,他方製造業比率や相対価格などが上昇すると,移出
入的,移出,移入の三者とも增加することが導き出される。このことは,
移出入的が「政府支出」の影響をより強く受けているときには,「移出入
的と移出」 の時系列データおよび「移出入的と移入」の時系列デー タが,
ともに負の相関を, 「市場・産業構造要因」の影響をより強く受けていると
きには, 2つの時系列デー タがともに正の相関を示すことを示唆している。
こうしたことから,上の3つの時系列データに基づいて,それぞれの相
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関係数を計算し, その正負の符号バターンによって, 移出入が「政府支出」
に大きく依存して決定されているか,「市場・産業構造要因」によって決
定されているか,判別することができる。高橋(1993)やTakahashi(1993)
では, 3つの相関係数の符号のすぺてが正であれば,その地域経済を「市
場均衡型」と呼び, また3つの相関係数の符号の中で1つでも負の符号が
あれば,「政府支出」の影響を免れていなぃと判断し, これを「財政依存
型」を呼んでいる。すなわち,上の3つの時系列データ相関係数の符号パ
タ ー ン が (+ + 十)となるものが,「市場均衡型」であり,これ以外の符
号パ ター ン , 例 え ば , (--) , ( 十 十 一) お よ び ( 一 十 一)などが,「財
政依存型」である。
3.2 県内経済の分析結果
第9表は,経済企画庁経済研究所編(l993)『県民経済計算年報(平成
5年版)』 に掲較されている各県の1975年度から1990年度までの 「県内総
支出」,「移出入的」「移出」および「移入」の時系列データ(実質値デー
タ:1985歴年価格)を用いて,「移出入的と県内総支出」,「移出入li10と
出」および「移出入的と移入」の間の相関係数を計算した結果である。こ
れによると,「財政依存型」は,北海道,青森,埼玉,千葉,愛媛,高知,
長崎,宮崎(以上(---)型),和歌山,香川,沖縄,および鹿児島(以
上(十十一)型)の12道県であり,これ以外の県は,すぺて「市場均衡型」
であった8)。事実,「財政依存型」の県のうち,北海道,青森,高知,長
崎,宮崎,鹿児島,沖縄の7道県は,日本列島の北,西または南の端に位
置しているが, この7道県では,政府支出/県内総支出の比率が極めて高
い(詳細は,高橋(l993),Takahashi(1993)を参照のこと)。
8) 鹿児島は, 1975年度から1990年度までの相関係数をみると, (十十+ )  の
符号パターンであるが, 「移出入的と移入」 の相関係数の値が極めて小さい
こと, またこの期間を1975年度からl984年度までとl98l年度からl990年度ま
での2つの期間に分けて相関係数を計算しても, (十+-)の符号パターン
に変化がなかったことの理由により,とくに「財政依存型」に分類した。
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第9表 移出入(純)との相関係数(1975̃1990年度)
県 名 県内総支出 移 出 移 入
北 海 道
青 森
岩 手
富 城
秋 田
山 形
福 島
新 潟
-.7933-.4142
十.7843
十.6927
十.6864
十.8624
十.9658
十.7436
-.70l6-.5041
十.8475
十.7653
十.7007
十.9025
十.9794
十.7907
-.8849-.7539
十.7435
十.6994
十.5015
十.8553
十.9490
十 _ 6586
茨 城
蛎 木
辞 馬
崎 玉
千 葉
神 奈 川
山 梨
長 野
十.9416
十.9431
十.9432-.2430-.4729
十.7190
十.6631
十.9594
十.9627
十.9512
十.9393-.2561-.4938
十.7693
十.6683
十.9532
十.9709
十.9723
十.8197
十.9489
十.3980
十.9427
十.9030
十.8581-.3977-.6255
十.5652
十.6042
十.9347
十.9384
十.9483
十.76l9
十.9140
十.2700
静 岡
富 山
岐 車
三 重
福 井
兵 庫
和 歌 山
十.9638
十.9516
十.8034
十.9218
十.3693
十.7668
十. 1153
十.5703
十.7862
十 . 9698
十.6917
十.9220
十.6183
十.2030-.0469-.4497
十.4101-.2876
十.4149
十.9834
-.9169
十.1466
十 _ 6463
十.7095
十.0865
十.6382-.5528
十.5313
十.6280
十.8838
十.5462
十.8458
十.6284-.0808-.2998-.7960
十. 4162-.3403
十.3568
十.8630-.9453
十.0053-.45l2
鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口
十.6420
十.8268
十.9533
十.6357
十.9268
十.7410
十. 1833-.0286-.4357
十.5171-. 0- ll)
十.4699
十.9525-.907l
十.2l10
十.4576
徳 島
香 川
愛 緩
高 知
佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎
鹿 児 島
沖 組
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第1陳 県内経済の構造変化
構造変化
が生じた
県
移出入(純)との相関係数(1975̃l984年度)移出入(純)との相関係数(l980̃l990年度)
県内総支出 移 出 移 入 県内総支出 移 出 移 入
岩 手
新 潟
鳥 取
島 根
徳 島
香 川
佐 賀
-.3195-.6334-.2272
-.7015
-,68o6-.5753
-.2875
-.0180
-.59l4-.0513-.8452-,4342
-.4066
-. l606
-.3 5l3-.7595
-.4336-.8959-.685l-.6596
-.4504
十.9361
十.9485
十.7082
十.9630
十.8359
十.8751
十.8522
十.9701
十.9609
十.7694
十.9870
十.9350
十.9540
十 . 863l
十.9399
十.9116
十.6972
十.9516
十.8888
十.8887
十.8320
千 葉
福 井
愛 媛
熊 本
十.6339
十.7512
十.7440
十 . 7208
十.3773
十.7405
十.8181
十.7170
十.3654
十.6376
十.3840
十.5768
-.8419-. l706-.6285-.3640
-.7452
-. 1038-.4644-.2200
-.8422-.2857-.6729-.3572
次に, 日本ではl980年代前半に産業構造の変化が起こり, それが地域経
済の構造も変えたと考えられているので (刈谷 (1990) を参照), 上で検
討した1975年度から1990年度までの期間を, l975年度から1984年度までの
期間とl981年度から1990年度までの期間の2つの期間に分けて, 各県につ
いて3つの相関係数を計算した。この結果が,第10表に示されている。こ
れに・よると, 日本経済におけるl980年代前半に産業構造の変化とともに,
「財政依存型」から脱却し「市場均衡型」となった県は,岩手,新潟,鳥
取,島根,徳島,香川および佐賀の7県であり,逆に「財政依存型」に変
わったのは,千葉,福井,愛媛および熊本の4県である。これ以外の県に
ついては,相関係数の符号パターンに変化が見られず,とりわけ,北海道,
青森,埼玉,和歌山,高知,長崎,宮崎,鹿児島,沖縄の9道県は,「財
政依存型」のままであった (第11表参照)。
3.3 県民経済の分析結果
上の県内経済の分析において「財政依存型」に分類された県のうち,埼
玉や千葉などを除く 7道県の政府支出/県内総支出の比率が極めて高いこ
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第11表 県内経済財政依存型の県
l975̃1990年度
l2県
北海道,青森,埼玉,和歌山,高知,長崎,宮崎,鹿児島,神観
千葉.番川,愛暖
1975̃l984年度
16県
北海道,青森,埼玉,和歌山,高知,長崎,宮時,鹿児島,沖紐
岩手,新潟,鳥取,島根,徳島,香川,佐賀
1981̃1990年度
13県
北海道,青森,埼玉,和歌山,高知,長崎,宮崎,鹿児島,神細
千葉,福井,愛援,熊本
とは, すでに述べたが, ここでこの比率が低い埼玉や千葉がなぜ 「財政依
存型」に分類されるかを検討してみよう。
すでに2.3節で述べたょうに,東京に隣接した埼玉や千葉では,「県外か
らの要素所得細」の受け取りが大きく, かっこれが県民総生産の3割近く
に達している。ここで埼玉を例にとって説明すると,1990年度の埼玉では,
1985歴年価格で測つた県内総生産(=県内総支出)が,15兆727l億円であ
ったが, これと県外からの要素所得的の5兆1156億円とによって10兆4337
億円の民間最終消費支出を行つている。 民間最終消費支出の県民総支出対
する比率は,50%ほどであり,全国平均に近いが,これの県内総支出対す
る比率は,66.3%に達し,全国平均を大きく上回つている。これは,県外
からの要素所得的5兆1156億円の中から, 2兆5600億円ほどが県内での民
間最終消費支出に振り向けられているためと推定される9)。 つまり, 上の
3.2節の県内経済の分析では, 県外からの要素所得的をまったく考慮に入
れていないにもかかわらず, 県外からの要素所開の中からなされた消費
支出を含めて現実に行われた埼玉や千葉の民間最終消費支出をそのまま民
間最終消費支出として取り扱つていたのである。 このため, この2県の県
内経済の分析では,民間最終消費支出を県内総生産(=県内総支出)に比
9) 県外からの要素所得に起因する県内での民間消費需要に対処するため移入
も增加し, これが県民総支出に対する移入の比重を高くしている。 さらにこ
の增加に加えて,埼玉「都民」が東京都内で消費すれば,「県民経済計算」
の支出面に関しては,「民間最終消費支出」の項目にではなく,「財・サービ
スの移入」の項目に記録されるから,県外での消費支出(とくに東京に通動
している時玉「部民」の都内での消費支出)によって,埼玉の移入の比重は.
いっそう高いものになっている。
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較して過大に, すなわち, 県内貯蓄を過少に評価したことになった。 その
結果県内貯蓄・投資差を大幅なマイナスに評価したことと同一になった。
「財政依存型」の7道県では,政府支出が大きぃために,県内貯蓄・投資
差が大きなマイナスになっていたのに対して, 埼玉や千葉の場合には, 仮
に県外からの要素所得的がゼロになったとしたときに, その民間最終消費
支出額が県外からの要素所得的があったときと同額の支出であったとすれ
ば,埼玉や千葉の県内貯蓄・投資差が大幅なマイナスになり,「財政依存
型」の県と同じ状態に置かれることを意味していたのである。
「県外からの要素所得lil0」のウェイトがゼロに近い県については, 県内
経済=県民経済とみなすことができるが,時玉や千葉のように「県外から
の要素所得的」の受け取りが県民総生産の3割近くに達している県では,
もはや県内経済と県民経済とを同一視することはできない。 県内総生産や
県内総支出のかわりに,これらに「県外からの要素所得的」を加えた県民
総生産や県民総支出について考察することが必要になる。域際(県際)収
支についても,もはや3.2節のように「財・サービスの移出入的」を域際
(県際)収支とみなすことはできない。すでに2.1節で述ぺたように,い
ろいろな段階において域際(県際)収支を考えることができるが,「県外
からの要素所得的」に力点をぉいて域際(県際) 収支を考えるとすれば,
「財・サ ービスの移出入的」に 「県外からの要素所得的」を加えた「経常
県外余剰」を域際(県際)収支とみなして分析することが適切になる。
こうした考え方に基づいて,県内経済「財政依存型」の12県について,
「経常県外余剰と県民総支出」, 「経常県外余剰と移出」 ぉよび 「経常県外
余剰と移入」の間の相関係数を計算した(第12表)1o)。県民経済ベー ス で
みると, 「県外からの要素所得的」の受け取りが県民総生産の3割近くに
達している埼玉と千葉は,(予想どぉり)「市場均衡型」であった。また,1975
10) 県民ベースでは, 「移出」や 「移入」のかわりに, 「移出+要素所得の受け
取り」と「移入十要素所得の支払い」のデータを用いて,分析をすすめるこ
とが望ましいが,データの制約からここでは,そのまま「移出」と「移入」
のデータを用いている。
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第12表 経常県外余劃との相関係数
県内経済
財政依存型の県 県民総支出 移 出 移 入
県内経清 ++一型
和 歌 山
香 川
鹿 児 島
県内経済一一 一型
埼 玉
千 葉
愛 媛
長 崎
十.8832
十.5995
十.6648
十.9l55
十.9079
十.4666
十.2554
十.3889
十 _ 5577
十.6746
十.8951
十.8835
十.4878
十.4781
十.2487
十.3330
十.5253
十.8234
十.8145
十. 2394
十.2302
県内経済 ++ 一型
沖 細l
県内経1ll一一一型
北 海 道
靑 森
高 知
宮 崎
十.7169
-. l349-.2775-.047l-.45l8
十.6043
十.0213-.2982-.0629-.4732
-.2507
-.2698-.5704
-.475l-.5482
第13表 県民経済の構造変化
県内経済
財政依存
型の県
経常県外余期との相関係数(l975̃l984年度)経常県外余flとの相関係数(198l̃1990年度)
県民総支出 移 出 移 入 県民総支出 移 出 移 入
和 歌 山
香 川
長 崎
鹿 児 島
沖 細
十.7979
一.3096
-.3148
十. 1670
十.7661
十.2789-. l978
十.4889
十.2493
十.3514
-.4529-.4691-.2962-.050l-.6732
十.7l3l
十.9304
十.6371
十.7186
十.4155
十 .  1931
十.9542
十 .693l
十.7760
十.9190
十.4163
十.9065
十.5397
十.5389
十.7083
愛 援 十.7944 十.8646十.4688-.2519-.0668-.3074
崎 玉
千 集
十.5827
十.9273
十.5804
十.8237
十.4791
十.6990
十.8950
十.7129
十 . 9069
十.7967
十.7790
十.6957
北 海 道
青 森
高 知
宮 崎
-.7377-. l928-.6088
十. l473
-.4996
十. 1769-.5496
十.0961
-.8502-.6l68-.8099-.0l47
十. 1245-.2274
十.4986-.8020
十.1840
-.5873
十.2294-.8436
-.1206
-.7328-.2264
-.8699
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第14表 県民経済財政依存型の県
1975̃l990年度
5県 北海道,青森,高知,宮崎,沖縄
1975̃1984年度
9県
北海道,青森,高知,宮崎,和歌山
香川,長崎,鹿児島,沖縄
198l̃l990年度
5県 北海道,青森,高知,宮崎,愛援
第15表 政府支出比率と経常県外余刹比率
政府支出比率 経常県外余期比率 政府支出比率 経常県外余il比率
北海道 24.222.3
△17.2
△12.3 青 森
25.3
23.7
△15.3
△12.3
高 知 26.624.0
△1l.6
△l0.2宮 崎
23.7
20.6
△10.1
△10.6
鹿児島 25.120.7
△l9.8
△7.1 沖 組
29.3
25.8
△22.7
△6.9
各県とも上段が1975年度, 下段が1990年度。
-1990年度の16年間のスパンでみると, 県民経済が 「財政依存型」 となっ
たのは,北海道,青森,高知,宮崎,沖縄の5道県に過ぎない。
次に県内経済が「財政依存型」となった12道県においた,80年代前半を
境に 「県民経済」の構造の変化か生じたか否かをみるために,1975- 90
年度の期間を2つの期間に分けて,上の3つの相関係数を計算した。 この
結果が,第13表に示されている。これによると,1975-1984年度では,北
海道,青森,和歌山,香川,高知,長崎,宮崎,鹿児島,沖縄の9道県が,
「財政依存型」であったが,80年代前半を境にして,和歌山,香川,長崎,
鹿児島,沖細の5県が「財政依存型」から脱却し「市場均衡型」となった。
逆に,愛媛は,80年代前半を境にして,「市場均衡型」から「財政依存型」
となった(第14表)。
「県外からの要素所得的」を考慮した県民経済においては, 県内経済財
政依存型の12道県のうち,期間区分にかかわらず常に「財政依存型」であ
ったのは,北海道,青森,高知,宮崎の4道県であった。これに対して,
鹿児島や沖il理では,政府支出比率(=政府支出/県民総支出)が高いのに
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もかかわらず, 80年代前半を境に 「市場均衡型」 に分類されることになっ
た。この違いをみるために,『県民経済計算年報(平成5年版)』により,
これらの道県の1975年と1990年度の政府支出比率と経常県外余剰比率 (=
経常県外余剰/県民総支出)を計算したのが,第15表である(なお,政府
支出比率と経常県外余剰比率とも, 1985年歴年価格で測つた比率である)。
これを見ると,鹿児島や沖綱では,政府支出比の低下に比較して経常県外
余剰比率の上昇が著しいことがわかる。
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